
（別紙２）業種区分等一覧

業種区分 コード 業種名 業種区分 コード 業種名

1 測量一般 地質調査 41 地質調査

2 地図の調整 42 土地調査

3 航空測量 43 土地評価

4 建築一般 44 物件

5 意匠 45 機械工作物

6 構造 46 営業･特殊補償

7 冷暖房 47 事業損失

8 衛生 48 補償関連

9 電気 49 総合補償

10 建築積算 50 不動産鑑定

11 機械積算 51 登記手続等

12 電気積算 52 水質調査

13 工事監理（建築） 53 大気分析

14 工事監理（電気） 54 騒音・振動調査

15 工事監理（機械） 55 交通量調査

16 調査 56 商業調査

17 耐震診断 57 その他

18 地区計画及び地域計画

19 河川、砂防及び海岸・海洋部門

20 港湾及び空港部門

21 電力土木部門

22 道路部門

23 鉄道部門

24 上水道及び工業用水道部門

25 下水道部門

26 農業土木部門

27 森林土木部門

28 水産土木部門

29 廃棄物部門

30 造園部門

31 都市計画及び地方計画部門

32 地質部門

33 土質及び基礎部門

34 鋼構造及びコンクリート部門

35 トンネル部門

36 施工計画、施工設備及び積算部門

37 建設環境部門

38 機械部門

39 電気電子部門

40 その他

測量

建築関係
建設コンサルタント

土木関係
建設コンサルタント

補償
コンサルタント

その他の業種
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有資格者

建築士法（昭和25年法律第202号）による一級建築士の免許を受けている者

建築士法による二級建築士の免許を受けている者

社団法人日本建築積算協会の行う建築積算資格者試験に合格し、登録を受けている者

建設業法による技術検定のうち検定種目を土木施工管理とするものの一級に合格した者

建設業法による技術検定のうち検定種目を土木施工管理とするものの二級に合格した者

測量法（昭和24年法律第188号）による測量士の登録を受けている者

測量法による測量士補の登録を受けている者

計量法（平成４年法律第51号）による環境計量士の登録を受けている者

一般社団法人海洋調査協会の行う港湾海洋調査士認定試験に合格した者

不動産の鑑定評価に関する法律（昭和38年法律第152号）による不動産鑑定士の登録を受けている者

不動産の鑑定評価に関する法律による不動産鑑定士補の登録を受けている者

土地家屋調査士法（昭和25年法律第228号）による土地家屋調査士の登録を受けている者

司法書士法（昭和25年法律第197号）による司法書士の登録を受けている者

一般社団法人建設コンサルタンツ協会の行うＲＣＣＭ資格試験に合格し、登録を受けている者

上下水道部門 技術士法による第２次試験のうち、技術部門を上下水道部門とするものに合格した者

電気・電子部門 技術士法による第２次試験のうち、技術部門を電気・電子部門とするものに合格した者

機械部門 技術士法による第２次試験のうち、技術部門を機械部門とするものに合格した者

消防法（昭和23年法律第186号）による甲種消防設備士又は乙種消防設備士の免状の交付を受けている者

上記の他、測量等業務に関連する免許等を受けている者

ＲＣＣＭ

港湾海洋調査士

不動産鑑定士

不動産鑑定士補

土地家屋調査士

司法書士

一級土木施工管理技士

二級土木施工管理技士

測量士

測量士補

環境計量士

免許等の名称

一級建築士

二級建築士

設備設計一級建築士

構造設計一級建築士

建設業法による技術検定のうち検定種目を建設機械施工、建築施工管理、管工事施工管理、電気工事施工
管理又は造園施工管理とするものに合格した者

電気事業法（昭和39年法律第170号）による第１種電気主任技術者、第２種電気主任技術者又は第３種電気
主任技術者の免状の交付を受けている者

技術士法による第２次試験のうち、技術部門を森林部門（選択科目を｢森林土木｣とするものに限る。）と
するものに合格した者

技術士法による第２次試験のうち、技術部門を建設部門（選択科目を｢土質及び基礎｣とするものに限
る。）又は応用理学部門（選択科目を｢地質｣とするものに限る。）とするものに合格した者

技術士法（昭和58年法律第25号）による第２次試験のうち、技術部門を総合技術監理部門（選択科目を下
記部門の選択科目（記載のない部門は全ての選択科目）とするものに限る。）に合格した者

技術士法による第２次試験のうち、技術部門を建設部門（選択科目を｢土質及び基礎｣とするものを除
く。）とするものに合格した者

技術士法による第２次試験のうち、技術部門を農業部門（選択科目を｢農業土木｣とするものに限る。）と
するものに合格した者
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建築士法に基づく建築設備資格者を定める告示（昭和60年建設省告示第1526号）による建築設備士の登録
を受けている者

建築設備士

公共事業に必要な土地等の取得若しくは使用、これに伴う損失の補償又はこれらに関連する業務に関し７
年以上の実務の経験を有する者

一級建築士として５年以上構造設計の業務に従事した後、国土交通大臣の登録を受けた登録講習機関が行
う講習の課程を修了した者（新建築士法の施行前においてもその実施が認められている講習（いわゆる
「みなし講習」）受講者を含む。）

一級建築士として５年以上設備設計の業務に従事した後、国土交通大臣の登録を受けた登録講習機関が行
う講習の課程を修了した者（新建築士法の施行前においてもその実施が認められている講習（いわゆる
「みなし講習」）受講者を含む。）

総合技術監理部門

その他

地質調査

技
術
士 森林部門

農業部門

建設部門

建築積算資格者
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登録等の名称 内容

測量業者 測量法第55条による登録を受けている場合

建築士事務所 建築士法第23条による登録を受けている場合

建設コンサルタント 建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省告示第717号）第２条による登録を受けている場合

地質調査業者 地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第２条による登録を受けている場合

補償コンサルタント 補償コンサルタント登録規程（昭和59年建設省告示第1341号）第２条による登録を受けている場合

不動産鑑定業者 不動産の鑑定評価に関する法律第22条による登録を受けている場合

土地家屋調査士 土地家屋調査士法第８条による登録を受けている場合

司法書士 司法書士法第８条による登録を受けている場合

計量証明事業者 計量法第107条による登録を受けている場合

３．登録等一覧


